
島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

職員及び職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則 （人 事 課） �

島根県後期高齢者医療審査会規則 （健 康 推 進 課） �

� �

公印の印影等 （総 務 課） 	

島根県土地利用基本計画の一部変更 （土地資源対策課） 	

島根県立男女共同参画センターの指定管理者の指定 （環境生活総務課） 


島根県立美術館の指定管理者の指定 （文 化 国 際 課） 


島根県立東部総合福祉センターの指定管理者の指定 （健康福祉総務課） 


島根県立西部総合福祉センターの指定管理者の指定 （ 〃 ） �

島根県立はつらつ体育館の指定管理者の指定 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による医療扶助を担当する機関の指定 （地 域 福 祉 課） �

生活保護法の規定による指定医療機関の事業廃止の届出 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による介護機関の指定 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による指定介護機関の事業廃止の届出 （ 〃 ） �

島根県保健医療計画の変更 （医 療 対 策 課） �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事 （高齢者福祉課） �

業者の指定

島根県立産業交流会館の指定管理者の指定 （商 工 政 策 課） �

島根県立産業高度化支援センターの指定管理者の指定 （産 業 振 興 課） �

補助金等交付規則第�条の規定により拠点工業団地立地促進補助金の交付の対象 （企 業 立 地 課） �

等を定める告示

貸金業務取扱主任者研修に係る事務の委任 （経 営 支 援 課） �

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者就業・生活支援センターの指 （労 働 政 策 課） ��

定

補助金等交付規則第�条の規定により建設産業新分野進出促進事業補助金の交付 （土 木 総 務 課） ��

の対象等を定める告示

道路の区域の変更 （道 路 維 持 課） ��

道路の供用開始 （ 〃 ） ��

� �

島根県公印規程の一部改正 （総 務 課） ��

島根県公文書管理規程の一部改正 （ 〃 ） �	

職員の任免発令式の一部改正 （人 事 課） �	

職員の勤務時間に関する規程の一部改正 （ 〃 ） �


� �

特定非営利活動法人の定款の変更の認証申請に係る書類の縦覧 （環境生活総務課） �
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平成��年�月��日 (金)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

� �

職員及び職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

職員及び職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則

職員及び職員の職の設置に関する規則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

別表中「技術専門監」を
「技術専門監

建築指導監」
に改める。


 �

この規則は、平成��年�月	日から施行する。

島根県後期高齢者医療審査会規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�
���号 平成��年�月��日(�)

��
����������

◇������������� !���"#$%& !��（規則第�
号）

	 規則の概要

建築指導監の職を新たに設けることとした。（別表関係）

� 施行期日

平成��年�月	日から施行することとした。

◇���'()*+,-./0��（規則第��号）

	 規則の概要

� 島根県後期高齢者医療審査会（以下「審査会」という。）の運営について定めることとした。（第	条

関係）

� 審査会は、会長が招集することとした。（第�条関係）

� 会長は、審査会の議長となり、議事を整理することとした。（第�条関係）

� 審査会に知事が任命する幹事若干名を置くこととした。（第�条関係）

� 審査会の庶務は、健康福祉部において行うこととした。（第�条関係）

� その他審査会の運営に関し必要な事項は、会長が定めることとした。（第�条関係）

� 施行期日

平成��年�月	日から施行することとした。
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特定計量器の定期検査の実施 （商 工 政 策 課） ��

1234�5

島根県行政情報ネットワーク用パソコンの購入に係る一般競争入札の落札者等 （会 計 課） ��

�657

交通誘導警備業務�級検定の実施 （警 察 本 部） ��

�
�

�
�

�
�
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�

�
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島 根 県 報

��������	

島根県後期高齢者医療審査会規則

（趣旨）

�
� 後期高齢者医療審査会（以下「審査会」という。）の運営については、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

��年法律第��号）及び高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成��年政令第���号）に定めるもののほか、この規

則の定めるところによる。

（招集）

��� 審査会は、会長が招集する。

（会長の職務）

�
� 会長は、審査会の議長となり、議事を整理する。

（職員）

��� 審査会に幹事若干名を置き、関係行政機関の職員のうちから知事が任命する。

� 幹事は、審査会に出席し意見を述べることができる。

（庶務）

��� 審査会の庶務は、健康福祉部において行う。

（雑則）

��� この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

� �

（施行期日）

	 この規則は、平成
�年�月	日から施行する。

（経過措置）

� この規則の施行の日以後最初に開かれる審査会は、第�条の規定にかかわらず、知事が招集するものとする。

� �

���������	

島根県公印規程（平成元年島根県訓令第�号）第��条の規定に基づき、会計管理者印の印影等を次のとおり告示する。

平成
�年�月
�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������	

国土利用計画法（昭和
�年法律第�
号）第�条第	項の規定に基づく島根県土地利用基本計画を次に掲げる区域につい

て変更したので、同条第�
項において準用する同条第��項の規定により公表する。

なお、変更後の島根県土地利用基本計画は登載を省略し、その関係書類を島根県地域振興部土地資源対策課及び雲南市

役所に備え付け一般の縦覧に供する。

第�����号 平成
�年�月
�日 (�)

印 影 新調、改刻又は廃止の別 用 途 使用開始又は廃止年月日

新調 平成
�年�月

日



島 根 県 報

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

雲南市の一部

��������	


島根県立男女共同参画センター条例（平成��年島根県条例第��号）第�条の規定に基づき指定管理者を指定したので、

次のとおり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

島根県立男女共同参画センター

	 指定管理者

大田市大田町大田イ��
番地� 財団法人しまね女性センター

� 指定期間

平成��年�月�日から	年間

���������


島根県立美術館条例（平成�
年島根県条例第��号）第�条の規定に基づき指定管理者を指定したので、次のとおり告示

する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

島根県立美術館

	 指定管理者

松江市袖師町�番
号 株式会社ＳＰＳしまね

� 指定期間

平成��年�月�日から	年間

���������


島根県立総合福祉センター条例（平成�年島根県条例第��号）第�条の規定に基づき指定管理者を指定したので、次の

とおり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

島根県立東部総合福祉センター

	 指定管理者

松江市東長江町���番地�� アイカム株式会社 代表取締役 竹田 俊美

� 指定期間

平成��年�月�日から	年間

第���
�号 平成��年�月��日(�)



島 根 県 報

��������	


島根県立総合福祉センター条例（平成�年島根県条例第��号）第�条の規定に基づき指定管理者を指定したので、次の

とおり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

島根県立西部総合福祉センター

	 指定管理者

浜田市港町�

番地�� 浜田ビルメンテナンス株式会社 代表取締役社長 櫨山 陽介

� 指定期間

平成��年�月�日から	年間

���������


島根県立はつらつ体育館条例（平成�
年島根県条例第��号）第�条の規定に基づき指定管理者を指定したので、次のと

おり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

島根県立はつらつ体育館

	 指定管理者

松江市殿町�
番地 株式会社ＭＩしまね 代表取締役 川島 昇

� 指定期間

平成��年�月�日から	年間

���������


生活保護法（昭和�
年法律第���号）第�
条の規定により、同法による医療扶助を担当する機関を次のとおり指定した

ので、同法第

条の	第�号の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������


生活保護法（昭和�
年法律第���号）第
�条の	の規定により、次のとおり指定医療機関の事業の廃止の届出があった

ので、同法第

条の	第	号の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第��
�
号 平成��年�月��日 (
)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 指定年月日

鹿島内科クリニック 松江市鹿島町佐陀本郷�番地� 平成�
年��月�日



島 根 県 報

��������	


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次のとお

り指定したので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年�月�	日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第
項において準用する同法第��条の�の規定により、次のとおり指

定介護機関の事業の廃止の届出があったので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年�月�	日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第���
�号 平成��年�月�	日(
)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 廃止年月日

医療法人 鹿島内科クリニック 松江市鹿島町佐陀本郷�番地� 平成��年��月��日

事 業 者

実施する事業

事 業 所
指 定
年月日名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

社会福祉法人 せん
だん会

安来市安来町	��－
�

介護予防通所
介護

社会福祉法人せんだ
ん会 デイサービス
センター ほほえみ
の園

安来市安来町�
�－
�

平成��年
��月�日

大間 秀紀
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

居宅療養管理
指導

鹿島内科クリニック
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

平成��年
��月�日

大間 秀紀
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

介護予防居宅
療養管理指導

鹿島内科クリニック
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

平成��年
��月�日

大間 秀紀
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

訪問看護 鹿島内科クリニック
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

平成��年
��月�日

大間 秀紀
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

介護予防訪問
看護

鹿島内科クリニック
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

平成��年
��月�日

大間 秀紀
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

訪問リハビリ
テーション

鹿島内科クリニック
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

平成��年
��月�日

大間 秀紀
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

介護予防訪問
リハビリテー
ション

鹿島内科クリニック
松江市鹿島町佐陀本
郷�番地�

平成��年
��月�日

社会福祉法人 敬仁
会

松江市佐草町�－�
認知症対応型
通所介護

太陽の里デイサービ
スセンター

松江市佐草町字客山
��番地�

平成��年
�月��日

社会福祉法人 敬仁
会

松江市佐草町�－�
介護予防認知
症対応型通所
介護

太陽の里デイサービ
スセンター

松江市佐草町字客山
��番地�

平成��年
�月��日



島 根 県 報

���������	

医療法（昭和��年法律第���号）第��条の�の規定により、島根県保健医療計画（平成��年島根県告示第���号）の全部

を変更し、平成��年	月
日から施行する。

なお、変更後の計画は、登載を省略し、島根県健康福祉部医療対策課及び各保健所に備え置いて縦覧に供する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������
	

介護保険法（平成�年法律第���号）第
�条第
項及び第��条第
項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者及び指

定介護予防サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第��条第
号及び第���条の�第
号の規定により告示す

る。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������	

島根県立産業交流会館条例（平成��年島根県条例第��号）第�条の規定に基づき指定管理者を指定したので、次のとお

第�����号 平成��年�月��日 (�)

事 業 者

廃止する事業

事 業 所
廃 止
年月日名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


居宅療養管理
指導

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


平成��年
��月��日

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


訪問看護
医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


平成��年
��月��日

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


訪問リハビリ
テーション

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


平成��年
��月��日

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


介護予防居宅
療養管理指導

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


平成��年
��月��日

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


介護予防訪問
看護

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


平成��年
��月��日

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


介護予防訪問
リハビリテー
ション

医療法人 鹿島内科
クリニック

松江市鹿島町佐陀本
郷�番地


平成��年
��月��日

事業者の名称 指定した事業 事業所の名称 事業所の所在地
指 定
年月日

株式会社ライフサポート

特定施設入居者生活介
護

ゆうらいふ長浜
島根県出雲市荒茅町����

番地
平成��年
�月��日介護予防特定施設入居

者生活介護



島 根 県 報

り告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

島根県立産業交流会館

� 指定管理者

松江市学園南一丁目�番�号 財団法人くにびきメッセ

� 指定期間

平成��年�月�日から�年間

��������	


島根県立産業高度化支援センター条例（平成�	年島根県条例第��号）第��条の規定に基づき指定管理者を指定したの

で、次のとおり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

島根県立産業高度化支援センター

� 指定管理者

松江市北陵町�番地 財団法人しまね産業振興財団

� 指定期間

平成��年�月�日から�年間

���������


補助金等交付規則（昭和	�年島根県規則第	�号）第�条の規定により、拠点工業団地立地促進補助金の交付の対象等を

次のとおり定め、平成��年�月�日から施行する。

補助金等交付規則第�条の規定により拠点工業団地立地促進補助金の交付の対象等を定める告示（平成�
年島根県告示

第�

号）は、廃止する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 補助金等の名称

拠点工業団地立地促進補助金

� 交付の目的

益田拠点工業団地、ソフトビジネスパーク島根及び江津工業団地（以下「拠点工業団地」という。）への立地企業等

に対して補助を行い、企業等の立地を促進することを目的とする。

� 対象業種

次に掲げる拠点工業団地の区分に応じ、それぞれ次に掲げる業種をいう。

� 益田拠点工業団地 製造業、ソフト産業、自然科学研究所、不動産賃貸業、サービス業（製造業支援サービス業に

限る。）及び知事が特に認める業種

� ソフトビジネスパーク島根 研究開発型企業（団地内において新たな製品や技術の開発に取り組む企業をい

う。）、ソフト産業、人材育成機関（大学、高等専門学校及び専修学校をいう。）、試験研究機関（自然科学研究所

第��
�
号 平成��年�月��日(�)
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及び人文・社会科学研究所をいう。）、不動産賃貸業及び知事が特に認める業種

� 江津工業団地 製造業、ソフト産業、自然科学研究所、不動産賃貸業及び知事が特に認める業種

� 交付の対象となる者

拠点工業団地において、対象業種の事業の用に供するため工場、事業場、教育施設又は研究施設を設置し、事業を営

む企業等であって、次に掲げる要件をすべて満たすもの

� �の売買契約（島根県土地開発公社との間において平成��年�月��日までに締結したものに限る。）により取得し

た土地の面積が�����平方メートル以上であること。

� �の要件に該当する契約（当該契約が	以上ある場合は、それらのうち最初に締結された契約）の締結の日（以下

「契約締結日」という。）から起算して��日以内に土地売買契約届を知事に提出していること。

� 企業等が協定（島根県土地開発公社との間で正式な土地売買契約の前に締結する土地売買の予約のための協定をい

う。以下同じ。）を締結した場合は、協定を締結した日から起算して��日以内に協定締結届を知事に提出しているこ

と。

� 契約締結日から起算して�年以内に当該契約により取得した土地において操業を開始し、その操業の開始の日から

起算して��日以内に操業開始届を知事に提出していること。

� 知事による土地売買契約届の受理の通知の日（協定を締結した場合にあっては、協定締結届の受理の通知の日）か

ら補助金の交付を申請する日までの期間内に立地に伴い新たに雇用した雇用期間の定めのない従業員（ソフト産業及

び知事が特に認める業種にあっては、雇用期間の定めがある者で、実質的に雇用期間の定めがないと認められるもの

を含む。）の数が、
人以上であること。

� �に規定する契約及びこれ以外の契約で契約締結日以後に締結されたもの（以下「交付対象契約」という。）によ

り取得した土地について、島根県企業立地促進助成金の交付を受けていないこと。


 補助金等の交付の対象及び交付の額

� 対象 交付の対象となる者が交付対象契約により取得した土地の価格の総額（以下「交付対象経費」という。）

� 交付の額 益田拠点工業団地及び江津工業団地にあっては交付対象経費に���分の��を乗じて得た額（�����円未満

の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とし、ソフトビジネスパーク島根にあっては交付対象経費に

���分の��を乗じて得た額（�����円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。

��������	


貸金業法（昭和��年法律第��号）第��条の�第��項の規定に基づき、貸金業務取扱主任者研修に関する事務を次の団体

に行わせることとした。

貸金業務取扱主任者研修に係る事務の委任 (平成�
年島根県告示第���号）は､ 廃止する｡

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 名称

日本貸金業協会

	 主たる事務所の所在地

東京都港区高輪三丁目��番��号

� 研修事務を取り扱う事務所の所在地

東京都港区高輪三丁目��番��号

� 研修事務を行わせることとした日

平成��年�月��日

第���
�号 平成��年�月��日 (�)
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���������	

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和��年法律第���号）第��条の規定に基づき、障害者就業・生活支援センター

を次のとおり指定したので、同法第��条において準用する同法第��条第�項の規定に基づき告示する。

平成��年�月�	日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������
	

補助金等交付規則（昭和��年島根県規則第��号）第�条の規定により、建設産業新分野進出促進事業補助金の交付の対

象等を次のとおり定め、平成��年
月�日から施行する。

建設産業新分野進出促進事業補助金交付要綱（平成�	年島根県告示第���号）は、廃止する。

平成��年�月�	日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 補助金等の名称

建設産業新分野進出促進事業補助金

� 交付の目的

建設業者等が建設産業以外の分野に新たに進出することを促進し、もって地域経済の健全な発展並びに地域雇用の維

持及び確保に資することを目的とする。

� 交付の対象となる者

次のいずれかに該当する建設業者等

� 次に掲げる要件のすべてを満たす者

ア 島根県建設工事請負契約競争入札参加資格を有すること。

イ 県内に主たる営業所を有すること。

ウ 直近の決算における完成工事高が��億円未満であること。

� 次に掲げる要件のすべてを満たす者

ア 出資者は、すべて島根県内に本店を有すること。

イ 出席者のうち�に該当する者による出資割合の合計が��％を超えていること。

ウ 常勤の役員には、出資者のうち�に該当する者から�名以上就任していること。


 交付の対象となる事業の内容

新分野進出事業（日本標準産業分類（平成�
年総務省告示第��	号）で定める大分類Ｄ建設業以外の分野に新たに進

出するものであって、知事が別に定めるものをいう。）を開始するため又は当該事業を拡張するために要する経費

� 補助金等の額及びその交付の率

補助金の額は、�件当たり、補助事業に要する経費のうち交付の対象となるものの�分の�以内で、かつ、���万円

以上���万円以下の額とする。

第��
�
号 平成��年�月�	日(��)

名 称 住 所 事務所の所在地
指 定
年月日

社会福祉法人 希望の里福
祉会

益田市高津三丁目��番�号 益田市乙吉町イ���番地�
平成��年
�月�	日

社会福祉法人 雲南広域福
祉会

雲南市三刀屋町古城��番地� 雲南市三刀屋町古城��番地�
平成��年
�月�	日
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��������	


道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�	
�
号 平成��年�月��日 (��)

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

県 道
松江鹿島美
保関線

松江市殿町��番�地先
から同町�
番�地先ま
で

前
メートル

�
���～
�����

メートル
�����

松江県土整
備事務所

道路改良工事

拡幅後 �����～

����

�����

〃 多胡鼻線
松江市島根町多古�
��

番�地先から同���番
地先まで

Ａ

前

Ｂ

����～
����

�����
左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区
分をいう。

ダブルウェイ解
消

市道移管


���～
�����

�����

後 Ｂ 
���～
�����

�����

〃
吉田奥出雲
線

雲南市吉田町吉田
��

番�地先から同
��番
�地先まで

前 ��
�～
��
�

�����

雲南県土整
備事務所

災害復旧工事

拡幅後 ��
�～

���

�����

〃 松江木次線
雲南市大東町北村�番
�地先から同町中湯石
�
��番�地先まで

前 �����～
�����

������ 交通安全工事

拡幅後 �����～
�����

������

〃 横田伯南線
仁多郡奥出雲町大呂


�番�地先から同���

番地先まで

前 ����～
�����

������ 雲南県土整
備事務所仁
多土木事業
所

道路改良工事

拡幅及び減幅後 ����～
�����

������

〃
多伎江南出
雲線

出雲市多伎町久村���

番�地先から同���番
�地先まで

前 ����～
�����

������

出雲県土整
備事務所

農道取付

拡幅後 ����～
�����

������

〃
斐川一畑大
社線

出雲市小伊津町字川奥
平���番�地先から同
町字草井谷����番�地
先まで

Ａ

前

Ｂ


���～
�����



����
左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区
分をいう。

ダブルウェイ解
消

廃道


���～

����

������

後 Ｂ 
���～

����

������
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��������	


道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� �

������



本 庁

地方機関

島根県公印規程（平成元年島根県訓令第	号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�
条に次の�項を加える。

第��
�
号 平成��年�月��日(��)

〃
皆井田江津
線

江津市跡市町��
�番	

地先から同町��
�番�

地先まで

前 ����～
�����

�����
浜田県土整
備事務所

道路改良工事

拡幅後 �����～
�����

�����

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

一般国道 
��号
大田市川合町忍原字大谷イ����番�地先
から同イ����番�地先まで

メートル
������

平成��年
�月��日

県央県土整
備事務所大
田事業所

県 道
松江鹿島美
保関線

松江市殿町��番�地先から同町�
番�地
先まで

�����
平成��年
�月��日

松江県土整
備事務所

〃
吉田奥出雲
線

雲南市吉田町吉田���番�地先から同���

番�地先まで
�
���

平成��年
�月��日

雲南県土整
備事務所

〃 横田伯南線
仁多郡奥出雲町大呂�
�番�地先から同
�
�番地先まで

������
平成��年
�月��日

雲南県土整
備事務所仁
多土木事業
所

〃 美郷大森線
大田市水上町福原字神田��
番	地先か
ら同町福原字三田���番�地先まで

������
平成��年
�月��日

県央県土整
備事務所大
田事業所

〃
皆井田江津
線

江津市跡市町��
�番	地先から同町��
�

番�地先まで
�����

平成��年
�月��日

浜田県土整
備事務所

〃 桜江金城線
江津市桜江町長谷���
番	地先から同
����番�地先まで

����
���
平成��年
�月��日

〃
大田井田江
津線

江津市都治町��
番�地先から同町���番
�地先まで

������
平成��年
�月��日
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� 公印を執務時間外において使用しようとするときは、あらかじめ公印管守者の承認を得、その指示するところに従わ

なければならない。

第��条を削る。

別表第�部（局）長印の項中

地方機関の長印の項公印管守者の欄中「及び鹿足担当」を削る。

様式第�号及び様式第�号を削る。

� �

この訓令は、平成��年	月�日から施行する。

������	


本 庁

地方機関

島根県公文書管理規程（平成�
年島根県訓令第	号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�条後段を削る。

別表第�西部福祉事務所の項中「及び鹿足生活支援スタッフ」を削る。

� �

この訓令は、平成��年	月�日から施行する。

�������


本 庁

地方機関

職員の任免発令式（昭和
�年島根県訓令第�
号）の一部を次のように改正する。

第�����号 平成��年�月��日 (�
)

「

」

を��ミリメートル 平方

地域福祉課石見スタッフの指

導監査監（指導監査監が複数

配置されている場合は、その

うち年長である者）

島 根 県

健 康 福 祉 部

長 印

地域福祉課石見

「

」

に改め、同表��ミリメートル 平方
地域福祉課石見スタッフの統

括指導監査監

島 根 県

健 康 福 祉 部

長 印

石 見

別表第�の�の表商工労働部の項中

「

」

を

「

」

に改める。
経営支援課

労働政策課

経営

労

中小企業課

雇用政策課

中小

雇

別表第�の�の表健康福祉部の項中
「

」
を削る。東部福祉事務所 東福
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平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�項ただし書中「、解除」の次に「、変更」を加える。

別表第�のⅠの��を次のように改める。

�� 変更

島根県職員 氏 名

�週間当たりの通常の勤務時間を○○時間に変更する

（注） 育児短時間勤務の承認をしたとき、当該承認が取り消され、若しくは失効したとき、又は当該承認の期

間が終了したときに、当該育児短時間勤務に係る職員の�週間当たりの通常の勤務時間を変更する場合に

用いる。

� �

この訓令は、平成��年�月�日から施行する。

������	
�

本 庁

地方機関

職員の勤務時間に関する規程（平成元年島根県訓令第�号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

別表東部県民センター及び西部県民センターの項の次に次のように加える。

� �

この訓令は、平成��年�月�日から施行する。

� 


特定非営利活動促進法（平成��年法律第	号）第�
条第�項の規定に基づき定款の変更の認証申請があったので、同条

第�項において準用する第��条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 申請のあった年月日

平成��年�月��日

第��
�
号 平成��年�月��日(��)

人権同和対策課

人権啓発推進セン

ターの啓発スタッフ

同左

同左

同左
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� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 あいの会

� 代表者の氏名

野上怜子

� 主たる事務所の所在地

島根県浜田市三隅町三隅���番地�

� 定款に記載された目的

本会は、「困った時にお互いを助け合い、安心して暮らせる、豊かで住みやすい町」の実現を目指し、地域で暮らす

高齢者や障害者、子供たちに対して在宅介護や子育て支援、福祉相談等に関する事業を行い、もって地域福祉の増進に

寄与することを目的とする。

� 縦覧に供する書類

変更後の定款

定款変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書

定款変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の収支予算書

	 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間


 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎�階）

浜田地区県政情報コーナー（浜田合同庁舎�階）

計量法（平成�年法律第�
号）第
�条の規定に基づき、特定計量器の定期検査を次のとおり実施するので、同法第�
条

第�項の規定により公告する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 定期検査の対象となる特定計量器

計量法施行令（平成�年政令第���号）第
�条第�項に規定する非自動はかり（第�条第�号又は第�号に掲げるも

のを除く。以下同じ。）、分銅及びおもり

� 実施する定期検査

� 特定計量器検定検査規則（平成�年通商産業省令第��号）第��条第�項第�号及び第�号の規定に該当する特定計

量器の検査

備考 この検査を受けようとするものは、特定計量器検定検査規則第��条第�項の規定による所在場所定期検査申請

書を提出すること。

� 特定計量器検定検査規則第��条第�項第�号、第�号及び第�号の規定に該当する特定計量器の検査

第
����号 平成��年�月��日 (
�)

検 査 期 日 検 査 場 所 検 査 区 域



月��日から
�月
�日まで 特定計量器の所在の場所 浜田市、安来市、東出雲町、奥出雲町、飯南町、邑

南町

検 査 期 日 検 査 場 所 検 査 区 域

�月�日から
月��日まで 特定計量器の所在の場所 浜田市、安来市、東出雲町、奥出雲町、飯南町、

邑南町



島 根 県 報

備考 この検査を受けようとするものは、特定計量器検定検査規則第��条第�項の規定による所在場所定期検査申請

書を提出すること。

� �及び�に該当しない特定計量器の検査

備考 受付時間は、上記検査時間のうち��時から��時までの間を除く時間とする。

� � � � � �

次のとおり落札者を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成�年政令

第���号）第��条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成�年島根県規則第

��号）第	条の規定により公示する。

平成�
年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 落札に係る物品等の名称及び数量

第�
���号 平成�
年�月��日(��)

市 町 村 検 査 期 日 検 査 時 間 検 査 場 所

飯南町 �月�日 �
時�
分から��時まで 飯南町役場

�月	日 �
時�
分から��時まで

東出雲町 �月��日 �
時から��時�
分まで 東出雲町役場

�月��日 �
時から��時まで

安来市 �月��日及び��日 �
時から��時�
分まで 安来市役所

�月��日 �
時から��時�
分まで

�月��日 �
時から��時�
分まで

�月�
日 �
時から��時まで

�月��日及び��日 �
時から��時�
分まで

奥出雲町 �月��日及び��日 �
時�
分から��時�
分まで 奥出雲町役場

�月��日 ��時から��時まで

�月��日 �
時�
分から��時�
分まで

浜田市 �月�日 ��時�
分から��時まで 浜田市役所

�月�日及び�月�日 �
時から��時まで

�月�日 �
時から��時まで

�月�
日及び��日 �
時から��時�
分まで

�月��日 	時�
分から��時まで

�月��日 ��時�
分から��時まで

�月��日から��日まで �
時から��時まで

�月��日 �
時から��時まで

�月�日 ��時から��時まで

�月�日及び�日 �
時から��時まで

�月�日 �
時から��時まで

�月��日 �
時から��時まで

邑南町 �月�日 ��時�
分から��時まで 邑南町役場

�月�日 	時�
分から��時�
分まで

�月	日 �
時から��時�
分まで

�月�
日 	時�
分から��時まで
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入札区分Ａ 島根県行政情報ネットワーク用パソコン（西部地区）���台

入札区分Ｂ 島根県行政情報ネットワーク用パソコン（東部地区）���台

� 契約に関する事務を担当する本庁等の名称及び所在地

島根県出納局会計課 島根県松江市殿町�番地

� 落札者を決定した日

平成	�年�月	
日

� 落札者の氏名及び住所

入札区分Ａ 株式会社えすみ松江営業所 所長 平岡 秀則 島根県松江市西嫁島�丁目�番��号

入札区分Ｂ 株式会社松文オフテック 代表取締役 古川 義郎 島根県松江市苧町�番地


 落札金額

入札区分Ａ 
��	��円（単価契約）

入札区分Ｂ ��	����円（単価契約）

� 契約の相手方を決定した手続

一般競争入札

� 特例公告を行った日

平成�
年�	月��日

� � � � � � �

�	
���������
�

警備業法（昭和��年法律第���号）第	�条第�項に規定する検定を次のとおり実施するので、警備員等の検定等に関す

る規則（平成��年国家公安委員会規則第	�号。以下「検定規則」という。）第�条の規定により告示する。

平成	�年�月	�日

島根県公安委員会委員長 伊 藤 裕

� 検定を実施する警備業務の種別及び級

交通誘導警備業務�級

� 検定実施日時

平成	�年�月�日（水）午前�時から午後
時まで

� 検定実施場所

松江市打出町	��番地� 島根県運転免許センター

� 受検定員

��人


 検定の内容

次の科目について学科試験及び実技試験を行う。ただし、学科試験は実技試験の前に行い、学科試験に合格しなかっ

た者に対しては、実技試験を行わない。

� 学科試験の科目

ア 警備業務に関する基本的な事項

イ 法令に関すること。

ウ 車両等の誘導に関すること。

エ 工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発生した場合における応急の措置に

関すること。

� 実技試験の科目

ア 車両等の誘導に関すること。

第��
�
号 平成	�年�月	�日 (��)



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

（送料共)
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イ 工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発生した場合における応急の措置に

関すること。

� 受検資格

� 島根県内に住所を有する者

� 島根県外に住所を有する者で、島根県内の営業所に属する警備員

	 受検手続に関する事項

� 受付期間

平成��年
月��日（木）から同年
月
�日（金）まで（日曜日及び土曜日を除く。）の午前�時
�分から午後
時

まで

ただし、申請順に受け付け、定員に達した時点で受付を締め切る。

� 受付場所

島根県内の住所地を管轄する警察署又は島根県内の営業所に属する警備員にあっては当該営業所の所在地を管轄す

る警察署

なお、郵送による申込みは受け付けない。

� 提出書類

ア 検定申請書（検定規則別記様式第�号）�通

イ 添付書類

ア� 写真（申請前�月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦
��センチメートル、横���センチメート

ルのもので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記入したもの）�葉

イ� 島根県内に住所を有する者にあっては、住所地を疎明する書面又はその者が警備員である場合にはその者が島

根県内に所在する営業所に属することを疎明する書面�通

ウ� 島根県外に住所を有する者にあっては、その者が警備員として島根県内に所在する営業所に属することを疎明

する書面�通

� 検定手数料

������円

検定申請書の提出時に、島根県収入証紙を手数料納付書に貼付して納付すること。

なお、検定申請書を受理した後は、検定手数料は還付しない。

� その他

� 受検票は、検定申請書を提出した警察署を通じて交付するので、検定当日に持参すること。

� 検定当日は、午前�時から同�時��分までを受付時間とする。

� 問合せ先

島根県警察本部生活安全企画課（電話����－��－����内線
���）又は島根県内の最寄りの警察署生活安全（刑事）課

（係）に行うこと。

第�����号 平成��年�月��日(��)


